
第1章　森林・山村資源による再生可能エネルギーの利活用とは

（再生可能エネルギーの種類とFIT制度）
再生可能エネルギーは、適切に利用すれば資源が枯渇せず比較的短期間に再生産が可能で、二酸化炭素をほとんど

排出しないエネルギーです。利用面から見ると以下のようなものがあります。この他バイオエタノールやバイオディーゼ

ルといった液体燃料を製造することも技術的には可能です。

　　電　力 ： 太陽光発電、水力発電、風力発電、地熱発電、バイオマス発電（直接燃焼、ガス化）

　　熱利用 ： 太陽熱、温度差エネルギー（下水熱、温泉熱）、雪氷熱、地熱、バイオマス燃焼熱、発酵熱

　　動　力 ： 水車、風車

「再生可能エネルギー源」は、法律（エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料

の有効な利用の促進に関する法律）で「エネルギー源として永続的に利用することができると認められるもの」として規

定されています。

このうち太陽光、風力、水力、地熱、バイオマスを用いて発電された電気について、国が定める固定価格で一定期間、電

気事業者が買い取ることを義務づけるＦＩＴ制度が、平成24年７月から導入されました。本制度は、エネルギー自給率向

上や地球温暖化対策に加え、地域の活性化や産業育成を目的としています。既に設備認定が太陽光発電を中心に急速

に進んでおり、農山漁村の遊休資源の活用も見られるようになっています。このような中、「農林漁業の健全な発展と調

和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律（農山漁村再生可能エネルギー法）」が平成26年５月

に施行され、国の基本方針が示されました。この法律では、農山漁村に豊富に存在する資源を、農林漁業との調和を図り

ながら再生可能エネルギー発電に活用することにより、地域活力の向上や持続的発展に結びつけていくための枠組みを

示しています。
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（1） 森林・山村資源と再生可能エネルギー

（豊富な森林資源と進まない利活用）
我が国の国土の約３分の２は森林です。健全な森林は、木材などの生産の場であり、水源を涵養し、土壌を保全し、土

砂災害を防ぎ、生物多様性を保全するなどの機能を発揮します。また、気候緩和や大気浄化など快適な環境をつくり、二

酸化炭素を吸収・固定して地球温暖化を防止する大切な役割をもちます。近年は、環境教育・保健福祉の場や、景観保

全、山村文化の維持継承としての機能も評価されています。これらを「森林の多面的機能」と言います。しかし、輸入や代

替品の使用によって国産材需要が減少し木材の利用が進まないことから、森林整備が遅れ、多面的機能を発揮できない

森林が増えています。荒廃した森林では、土砂崩れ等により被害を及ぼすことが現実にあり、治山治水や防災の観点から

も、健全な森林を維持することが必要です。

（山村の現状と課題）
山村（振興山村）は、国土面積の約半分、森林面積で６割を占め、主に河川の上流域にあることから、森林の多面的機能

を通じて、下流域の都市部・人口密集域の国民生活、産業、経済に重要な役割を果たしています。また、土地や資源の持

続的管理、美しい景観、食文化などといった特有の魅力、生活の知恵が数多く残されています。一方、多くの山村は過疎

化と高齢化が同時に進んでいて、基幹産業である農林業の衰退等による就業機会の減少、生活環境基盤の整備の遅れ

等が課題となっています。

そのため、山村振興法にもとづき全国市町村の４割にあたる734市町村（平成25年４月現在）が「振興山村」に指定

され、様々な施策が展開されています。近年、山村を循環型社会づくりの場やゆとりある生活の実現の場としてとらえ、

新たに山村への移住、就業を目指す動きもあります。

（山村は再生可能エネルギーの宝庫）
山村は、かつて森林から薪や炭を生産し、エネルギーを都市へ供給していました。今日、再び、木質資源が発電や熱利

用に使われる「木質バイオマス」として注目され、それを生産する山村に期待が寄せられています。森林資源以外でも、

山村に賦存する「豊かな自然」は、地域の産業と生活を支える再生産可能な「自然資本」であり、エネルギー資源です。

平成24年度森林・林業白書より
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（2） 再生可能エネルギーの活用と森林再生・地域活性化

（エネルギー利用を契機とした森林資源総合利用の推進）
再生可能エネルギー電気は、ＦＩＴ制度等を通じて新たな収入源となり、地域活性化の効果をもたらす可能性がありま

す。熱利用や動力としての直接的な利用も、エネルギーの地産地消により化石燃料代として地域外へ流出していた資金

を地域内に留めることで、地域内での資源と経済の循環を生み出し、雇用創出やエネルギー自給率の向上等の地域活

性化につなげることが可能です。

中でも木質バイオマスエネルギーは、森林が多くを占める山村や中山間地域でこそ有効に活用しうるエネルギーで

あり、そこに林地残材等を有効活用することにより林業の活性化と森林整備の促進が期待できます。木材だけではなく、

森林は水源を涵養し急峻な地形が河川の水力を生みだし、稜線上は洋上に次いで風力エネルギーが賦存します。

この手引きでは、主に木質バイオマスのエネルギー利用（発電・熱利用）を扱いますが、ＦＩＴ制度導入を機に様々な再

生可能エネルギーの活用が期待されていることから、以下のような観点で、太陽光、風力、水力、地熱発電についても取

り扱います。

　　・地域に賦存する多様なエネルギーの特徴を活かした複合利用

　　・発電収益を地域に還元するための地域主体の実施体制

　　・林地開発等、設置に伴う森林空間への影響

森林には、林床副産物や森林空間、CO2吸収効果など、様々な潜在的資源があります。再生可能エネルギー活用を契

機に森林整備を促進し、森林・山村の多面的機能を活かして森林資源を総合的に活用する視点をもつことで、さまざま

な可能性が生まれてきます。

（森林資源と地域の「つながりの再生」を目指して）
再生可能エネルギーの活用をきっかけに、森林所有者をはじめとした地域住民や自治会、林業事業体をはじめ地域の

木材産業事業者、製造業、既存の化石燃料事業者、建設業者、観光事業者や商工会、教育機関など、地域のさまざまな主

体が関わり、都市部や企業等とも協力することで、新たなアイディア、新たな取り組みが生まれる可能性があります。何よ

りそのプロセスを通じて、地域の課題と可能性を共有し、地域の活力を再生しようとする山村地域ならではのコミュニ

ティを再構築することが、人口減少を迎えるこれからの地域の活性化において非常に重要です。

FIT制度は、再生可能エネルギー(太陽光、風力、地熱、水力およびバイオマス)で発電された電気を、法律によっ

て、電力会社が一定期間一定価格で買い取る制度です。それにより電力会社の負担が多くなる部分は、電気利用

者から電気料金と合わせて回収されることになり、最終的には電気利用者が負担を行うことになります。

買い取り価格や期間は、中立的な調達価格等算定委員会の意見を受けて経済産業大臣が決定します。見直しは

毎年行われますが、発電事業者に対して一度適用された価格は期間中継続されるため、発電所の建設・運用コス

トを長期的、安定的に回収することができるようになっています。

平成26年度買取価格・期間等

FIT制度コラム

災害防止・水源涵養や景観向上への期待コラム

経済産業省「なっとく！再生可能エネルギー」ホームページより
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/kakaku.html

　平成25年度の振興山村向け再生可能エネルギーに関するアンケート調
査では、森林資源のエネルギー利用の波及効果について、自治体関係者
は、①森林の維持管理による災害防止・水源涵養、②間伐材の手入れ等に
よる森林景観の向上、③林業・木材産業の活性化による地域雇用の維持・
創出についての期待が高いとの結果が出ています。

東京農業大学農山村支援センター　平成25年度森林資源総合利用指針策定事業アンケート調査より
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て、電力会社が一定期間一定価格で買い取る制度です。それにより電力会社の負担が多くなる部分は、電気利用

者から電気料金と合わせて回収されることになり、最終的には電気利用者が負担を行うことになります。

買い取り価格や期間は、中立的な調達価格等算定委員会の意見を受けて経済産業大臣が決定します。見直しは

毎年行われますが、発電事業者に対して一度適用された価格は期間中継続されるため、発電所の建設・運用コス

トを長期的、安定的に回収することができるようになっています。

平成26年度買取価格・期間等

FIT制度コラム

災害防止・水源涵養や景観向上への期待コラム

経済産業省「なっとく！再生可能エネルギー」ホームページより
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/kakaku.html

　平成25年度の振興山村向け再生可能エネルギーに関するアンケート調
査では、森林資源のエネルギー利用の波及効果について、自治体関係者
は、①森林の維持管理による災害防止・水源涵養、②間伐材の手入れ等に
よる森林景観の向上、③林業・木材産業の活性化による地域雇用の維持・
創出についての期待が高いとの結果が出ています。

東京農業大学農山村支援センター　平成25年度森林資源総合利用指針策定事業アンケート調査より
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